
重要事項説明書 

  

 株式会社Alifeが設置する訪問看護ステーション 訪問看護ステーション元気アップ（以下「事業所」という。）は、利用

者に対して、指定訪問看護・指定介護予防訪問看護事業（以下「指定訪問看護等」という。)を提供します。 

事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたい重要事項をご説明します。 

 

１．事業者（法人）の概要 

事業者（法人）の名称 株式会社Ａｌｉｆｅ 

主たる事務所の所在地 〒350-1162 埼玉県川越市南大塚二丁目５番地１ 

代表者（職名・氏名） 代表取締役 柴田 弘樹 

設立年月日 平成２６年９月９日 

電話番号  ０４９-２９３-９７３７ 

 

２．事業所の概要 

 ご利用事業所の名称 訪問看護ステーション 元気アップ 

サービスの種類 指定訪問看護・指定介護予防訪問看護 

事業所の所在地 〒350-1105 埼玉県川越市今成四丁目１０-１５ 

電話番号 ０４９-２９３-8407 

指定年月日・事業所番号 令和6年１1月１日指定  

管理者の氏名 小島 由紀 

通常事業の実施地域 
川越市  

 

 

３．事業の目的と運営の方針 

事業の目的 

要介護又は要支援状態にある高齢者(以下「利用者」という。)に対し、その意思及び

人格を尊重し、適正な指定訪問看護等を提供することを目的とします。 

運営の方針 

ステーションの看護職員等は、要介護者の心身の特性を踏まえて、全体的な日常

生活動作の維持、回復を図るとともに、生活の質の確保を重視した在宅療養が継

続できるように支援いたします。 

要支援者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むことができる

よう、その療養生活を支援するとともに、利用者の心身の機能の維持回復を図り、

もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものといたします。 

事業の実施に当たっては、関係市町村、地域の保健・医療・福祉サービスとの綿密

な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものといたします。 

 

 



 

 

4．営業日及び営業時間 

営業日 
月曜日から土曜日まで 

休日：日曜日 年末年始（12月30日～1月3日）。 

営業時間 午前８時３０分から午後５時３０分まで 

時間外及び緊急時 

連絡等 

営業時間外等の緊急な連絡は代表電話にお掛けください。電話が転送され 

当日担当の者が対応いたします。 

 

５．事業所の職員体制 

従業者 常勤・人数 非常勤・人数 

管理者兼看護師 １名 ０名 

看護師（准看護師含む） ２名 ０名 

理学療法士 0名 2名 

事務 ０名 ０名 

 

6．提供するサービスの内容 

指定訪問看護等のサービス内容は、以下のとおりです。 

（１）病状、心身の状況の観察 

（２）清拭・洗髪等による清潔の保持  

（３）食事及び排せつ等日常生活の世話  

（４）褥瘡の予防・処置  

（５）リハビリテーション  

（６）ターミナルケア  

（７）認知症患者の看護  

（８）療養環境の整備 

（９）家族への看護指導及び介護支援・相談  

（１０）カテーテル等の管理 

（１１）その他医師の指示による医療処置 

（12）訪問看護計画書等の作成 

 

７．利用料及びその他の費用の額 

 （１）訪問看護計画書及び訪問看護報告書の作成により、サービスの利用開始時や利用者の状態の変化等に合わせた定

期的な看護職員による訪問により、利用者の状態について適切に評価を行うとともに、理学療法士等による訪問看

護はその訪問が看護業務の一環としてのリハビリテーションを中心としたものである場合に、看護職員の代わりに

させる訪問であること等を利用者等に説明し、同意を得ることとします。 



 

（２）サービスを提供した場合の利用料の額は、介護報酬告示上の額（月単位）とし、そのサービスが法定代理受領サー

ビスであるときは、介護保険負担割合証に記載されている割合にて計算し支払っていただきます。 

   なお、医療保険の場合は、診療報酬の額によります。 

 ※介護保険の被保険者が医療保険適用となる場合は以下のとおりになります。 

末期の悪性腫瘍・多発性硬化症・重症筋無力症・スモン・筋萎縮性側索硬化症・脊髄小脳変性症・ハンチントン病・進

行性筋ジストロフィー症・パーキンソン病関連疾患（進行性核上性麻痺・大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病

（ホーエン・ヤールの重症 度分類がステージ三以上であって生活機能障害度がⅡ度又はⅢ度のものに限る。）を

い う。）・多系統萎縮症（線条体黒質変性症・オリーブ橋小脳萎縮症及びシャイ・ドレーガー症候群をいう。）・プリオ

ン病・亜急性硬化性全脳炎・ライソゾーム病・副腎白質ジストロフィー・脊髄性筋萎縮症・球脊髄性筋萎縮症・慢性炎

症性脱随性多発神経炎・後天 性免疫不全症候群・頚髄損傷及び人工呼吸器を使用している状態。 

＜介護報酬告示額＞ 

（１）基本料金 

＊費用総額は加算単位数に地域区分ごとの単価（1単位＝１０.４２円）をかけて計算した金額です。 

訪問看護時間 単位数 利用者負担額 

１割負担 ２割負担 ３割負担 

２０分未満 314単位 328円 655円 982円 

３０分未満 471単位 491円 982円 １４７3円 

３０分以上６０分未満 823単位 858円 １７１５円 2573円 

６０分以上９０分未満 1128単位 1176円 2351円 3526円 

理学療法士・作業療法士・言語聴覚

士による訪問看護（２０分） 

294単位 307円 613円 919円 

 

 

介護予防訪問看護時間 単位数 利用者負担額 

１割負担 ２割負担 ３割負担 

２０分未満 303単位 316円 632円 948円 

３０分未満 451単位 470円 940円 1410円 

３０分以上６０分未満 794単位 828円 1655円 2482円 

６０分以上９０分未満 1090単位 1136円 2272円 3408円 

理学療法士・作業療法士・言語聴覚

士による介護予防訪問看護（２０分） 

284単位 296円 592円 888円 

 

 

 



 

訪問看護費（加算・減算） 単位数 利用者負担額 

１割負担 ２割負担 ３割負担 

同一建物減算 所定単位数×90/100 

准看護師による訪問看護の減算 所定単位数×90/100 

時間外加算（早朝・夜間） 基本料金に25％加算 

時間外加算（深夜） 基本料金に50％加算 

初回加算（初回のみ・退院日当日） 350単位 365円 730円 1095円 

初回加算（初回のみ・退院日以外） 300単位 313円 626円 938円 

（３）その他、処置に要した備品に係る費用については、実費を徴収します。 

（４）前項の利用料等の支払いを受けたときは、利用料とその他の費用（個別の費用ごとに区分） について記載し領収

書を交付します。 

（５）サービスの提供の開始に際し、予め利用者又はその家族に対し、利用料並びにその他の費用の内容及び金額に

関し事前に文書で説明したうえで、支払いに同意する旨の文書に署名 または記名押印をしていただきます。 

  （６）費用を変更する場合には、予め前項と同様に利用者又はその家族に対し、事前に文書で説明したうえで、支払い 

に同意する旨の文書に署名または記名押印をしていただきます。 

  （７）その他の費用 

死後の処置 指定訪問看護の提供と連続して行われる死後の処置 25,000円 

その他 
利用者様の容態に応じて使用又は貸出された医療用器具、医療用衛生消耗品等はその都度請

求 

  （８）キャンセル料  

利用予定日の前にサービス利用の中止又は変更をする場合には、利用予定日の前営業日 17時までに事業所に

申し出てください。利用日の前営業日 17 時までに連絡がなく、サービス提供をキャンセルした場合は、以下のと

おりキャンセル料をいただきます。ただし、利用者の体調や容体の急変など、やむを得ない事情がある場合は、キ

ャンセル料はいただきません。 

キャンセルの時期 キャンセル料 

利用予定日の前営業日17時までにご連絡をいただいた場合 無料 

利用予定日の前営業日17時までにご連絡がなかった場合 利用者負担金の５０％の額 

（9）交通費 

通常の事業の実施地域を越えて行う指定訪問看護等に要した交通費は、その実費を徴収します。なお、自動車を

使用した場合の交通費は、実施地域を越えた地点から、１キロメートルあたり１５円（往復に係る料金で計算）を徴収

します。 

 

 

 

 



 

8．留意事項  

（１）サービス提供にあたっては、複数の訪問看護師が交替しサービスを提供します。（※特定の訪問看護師の指名はで

きません） 

（2）事故やトラブルを避けるため、下記事項のご要望はお断りさせて頂いております。 

・利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり 

・利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受 ・利用者の同居家族に対するサービス提供 

・利用者の居宅での飲酒、喫煙、飲食 

・利用者又は家族等間での宗教活動、政治活動、営利活動、その他迷惑行為 

・身体拘束その他利用者の行動を制限する行為 （利用者又は第三者等の生命や身体を保護するため緊急やむを得

ない場合を除く） 

（３）事業所がサービスを提供するために使用する、水道、ガス、電気等の費用ならびにその他備品等は利用者のご負

担となります。 

（4）サービスの変更等のご連絡 

体調や容体の急変などによりサービスを利用できなくなったときは、できる限り早めに担当の介護支援専門員等

又は当事業所へご連絡ください。 

 

9．台風時等警報時の対応  

暴風域警報等が発令され、交通機関(路線バス)の運行が停止した場合、安全確保の為に訪問は控えさせて頂きま

す。また、訪問日時の変更依頼をさせて頂く場合がございます。ご了承下さい。 暴風域が解除となり交通機関の運

行が再開となれば、通常通りサービスを行います。  

 

10．緊急時における対応方法  

（１）緊急時の対応 事業所はサービス提供中、利用者に病状の急変が生じた場合やその他必要と判断 する場合に

は、速やかに主治の医師へ連絡を行い、救急搬送の要請をする等の必要な措置を講じるとともに、利用者が予め

指定する連絡先にも連絡致します。 

 

11．賠償責任 

（１）事業所は、本契約に基づくサービスの実施に伴い、明らかなる過失により利用 者の生命・身体・財産に損害を与

えた場合は、利用者に対してその損害を賠償 します。ただし、事業所に故意または過失がない場合はこの限りで

はありません。 

（２）第1項において利用者の故意や重過失によって当該事故が発生した場合は、事業所が 負う損害賠償責任を減

じることができるものとします。 事業所は、第１項の損害賠償責任を速やかに履行するものとします。 

【損害賠償がなされない場合】 

（1）事業所は、事業所側に明らかな過失があると認められない限り、損害賠償責任を負いません。とりわけ以下に

該当する場合には、事業所は損害賠償責任を免れます。 



 

利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について故意にこれを告げず、又は不実の告

知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生 した場合 

（２）利用所が、サービスの実施のため必要な事項に関する聴取・確認に対して故意にこれを告げず、又は不実の告

知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生した場合 

（３）利用者の急激な体調の変化等、事業所が実施したサービスを原因としない事由にもっぱら起因して損害が発 

生した場合  

 

１2．防止・対策・研修への取り組み  

（１）虐待防止 

①事業所は、ご利用者の人権の擁護・虐待の防止等のため、指針を整備し責任者を設置する等必要な体制の整備

を行うとともに、その従業者に対し、虐待防止を啓発・ 普及するための研修を実施する等の措置を講じます。 

②当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）による虐待を受けたと思われる利用者を

発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報します。 

③虐待防止のための対策を検討する委員会を年に 1 回以上開催し、その結果について 従業者に周知徹底を図り

ます。 

④事業所は次の通り虐待防止責任者を定めます。  

（２）身体拘束の禁止 

事業所は、サービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を 保護するため緊急やむを

得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限 する行為（以下「身体拘束等」という。）を行わない。 

①事業所は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の 利用者の心身の状況並びに

緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録する。 

②事業所は、身体拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講ずる。 

     ・身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者 

に周知徹底を図る。 

・身体拘束等の適正化のための指針を整備する。 

・従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施する。 

（３）認知症ケア 

当事業所は、利用者の認知症ケアのため、次の措置を講ずる。 

①当事業所の全従業者へ、認知症ケアに関する研修を定期的に実施する。また認 知症に関する十分な知識と理

解を習得し、専門性と資質の確保・向上を目的と して実施する。 

②認知症高齢者への対応として、総合的なアセスメントを踏まえ、チームケアを 統一することで、認知症高齢者

のニーズに即した生活支援を行う。 

③パーソン・センタード・ケア（いつでも、どこでも、その人らしく）本人の自由 意志を尊重したケアを実践する。 

（4）感染症対策の強化 事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じます。 

①訪問看護員等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。 



 

②事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。 

③事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、

その結果について従業者に周知徹底しています。 

④事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 

⑤従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。 

（５）ハラスメント 

事業所は、介護現場で働く職員の安全確保と安心して働き続けられる労働環境が築けるようハラスメントの防 

止に向け取り組みます。 

①事業所内において行われる優越的な関係を背景とした言動や、業務上必要かつ相当な範囲を超える下記の行

為は組織として許容しません。 

・身体的な力を使って危害を及ぼす（及ぼされそうになった）行為 

・個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為 ・意に沿わない性的言動、好意的

態度の要求等、性的ないやがらせ行為 （上記は当該法人職員、取引先事業者の方、ご利用者及びその家族等

が対象） 

②ハラスメント事案が発生した場合、マニュアルなどを基に即座に対応し、再発防止会議等により、同時案が発生

しない為の再発防止策を検討します。 

・職員に対し、ハラスメントに対する基本的な考え方について研修などを実施します。また、定期的に話し合い 

の場を設け、介護現場におけるハラスメント 発生状況の把握に努めます。 

・ハラスメントと判断された場合には行為者に対し、関係機関への連絡、相談、環境改善に対する必要な措置、

利用契約の解約等の措置を講じます。 

（６）業務継続へ向けた取り組みについて 

①感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定訪問看護等の提供を継続的に実施するための、及

び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画(業務継続計画)を策定し、当該業務継続計画に従って必

要な措置を講じます。 

②従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施します。 

③定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

（７）職員の研修について 

事業所は、看護職員等の資質向上のために研修の機会を次のとおり設けるものとし、また、業務の執行体制に

ついても検証、整備する。 

〇採用時研修 採用後3ヶ月以内 〇継続研修 年2回 

 

 

 

 

 


